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3. 実施体制 

(1) 独立行政法人科学技術振興機構の活用 

本件は、独立行政法人科学技術振興機構（以下、「JST」という。）への交付金を活用し、下図のような体

制で実施する。JST は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO」という。）の

協力を得て、PD や推進委員会を補佐し、研究開発の進捗管理、自己点検の事務の支援、評価用資料の

作成、関連する調査・分析などを行う。 

 

(2) 研究責任者の選定 

JST は、本計画に基づき、研究課題、および研究課題を実施する研究責任者を公募により選定する。選

考に当たっての審査基準や審査員等の審査の進め方は、NEDO の協力を得て、JST が PD 及び内閣府及

び推進委員会と相談したうえで、決定する。審査には原則として PD 及び内閣府の担当官、外部有識者が

参加する。応募課題に参加する研究者の利害関係者は当該課題の審査には参加しない。利害関係者の

定義は JST が定める公募要領に明記するものとする。選考により研究課題が決まった後、本計画に研究

課題、および研究主体、研究参加者を記載する。 

 

(3) 研究体制を最適化する工夫 

 内閣府は、研究課題の進捗状況、および関係機関等で実施する技術調査等の調査結果や、社会情勢の

変化に応じ、PD の判断で柔軟に研究体制を変化、対応させていく。具体的には、研究課題の変更、追加、

研究責任者の入れ替え、追加等を検討していく。人事交流、設備共有の活発化、人材育成、持続的研究の

推進を図るために、大学、独法、企業等が連携するための研究開発拠点を構築する。  
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図表 3-1 実施体制 

 

 

4. 知財に関する事項 

(1) 知財委員会 

課題ごとに、知財委員会を JSTまたは委託先に置く。但し、知財委員会の判断で、知財委員会の全部又

は一部の業務について、研究を受託した研究主体において設置する知財委員会に委任することができる。 

知財委員会は、それを設置した機関が担った研究開発成果に関する論文発表及び特許等（以下、「知財

権」という。）の出願・維持等の方針決定のほか、必要に応じ知財権の実施許諾に関する調整などを行う。 

知財委員会は、原則として PD または PDの代理人、主要な関係者、専門家等から構成する。 

知財委員会の詳細な運営方法等は、知財委員会を設置する機関において定める。その際、SIP の各種

規程に定めなき事項、およびこれら規程の解釈に疑義が生じたときは、法令の規定に従うほか、研究開発

実施者は誠意をもって協議し、解決するものとする。 

 

(2) 知財権に関する取り決め 

JST は、秘密保持、バックグラウンド知財権（研究責任者やその所属機関等が、プログラム参加する前

から保有していた知財権及びプログラム参加後に SIP の事業費によらず取得した知財権）、フォアグラウン

ド知財権（プログラムで発生した知財権）の扱い等について、予め委託先との契約等により定めておく。 

 

内閣府

文部科学省

移し替え

交付金

JST

委託

独立行政法人
研究開発機関

PD

企業大学

公募

連携 連携

推進委員会
座長：PD（岸輝雄）、経産省、文科省、防衛
省等、 JST、NEDO、内閣府（事務局）

NEDO
協力

研究開発拠点の構築
・人事交流、設備共有の活発化
・人材育成、持続的研究の推進
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(3)バックグラウンド知財権の実施許諾 

本研究開発を適切に推進するために、他のプログラム参加者へのバックグラウンド知財権の実施許諾

は、当該知財権者が定める条件に従い、知財権者が許諾可能とする。 

当該条件などの知財権者の対応が、SIP の推進（研究開発のみならず、成果の実用化・事業化を含む）に

支障を及ぼすおそれがある場合、知財委員会において調整し、合理的な解決策を得る。 

 

(4) フォアグラウンド知財権の取扱い 

フォアグラウンド知財権は、原則として産業技術力強化法第 19条第 1項を適用し、発明者である研究責

任者の所属機関（委託先）に帰属させる。 

再委託先等が発明し、再委託先等に知財権を帰属させる時は、知財委員会による承諾を必要とする。そ

の際、知財委員会は条件を付すことができる。 

知財権者に事業化の意志が乏しい場合、知財委員会は、積極的に事業化を目指す者による知財権の

保有、積極的に事業化を目指す者への実施権の設定を推奨する。 

参加期間中に脱退する者は、当該参加期間中にＳＩＰの事業費により得た成果（複数年度参加していた

場合には、参加当初からの全ての成果）の全部または一部に関して、脱退時に JST に無償譲渡させること

及び実施権を設定できることとする。 

知財権の出願・維持等にかかる費用は、原則として知財権者による負担とする。共同出願の場合は、持

ち分比率、費用負担は、共同出願者による協議によって定める。 

 

(5)フォアグラウンド知財権の実施許諾 

他のプログラム参加者へのフォアグラウンド知財権の実施許諾は、知財権者が定める条件に従い、知

財権者が許諾可能とする。 

第三者へのフォアグラウンド知財権の実施許諾は、プログラム参加者よりも有利な条件にはしない範囲

で知財権者が定める条件に従い、知財権者が許諾可能とする。 

当該条件などの知財権者の対応が、SIP の推進（研究開発のみならず、成果の実用化・事業化を含む）に

支障を及ぼすおそれがある場合、知財委員会において調整し、合理的な解決策を得る。 

 

(6) フォアグラウンド知財権の移転、専用実施権の設定・移転の承諾について 

産業技術力強化法第19条第1項第4号を準拠し、フォアグラウンド知財権の移転、専用実施権の設定・

移転の承諾には、合併・分割により移転する場合や子会社・親会社に知財権の移転、専用実施権の設定・

移転の承諾をする場合等（以下、「合併等に伴う知財権の移転等の場合等」という。）を除き、JST の承認を

必要とする。 

合併等に伴う知財権の移転等の場合等には、知財権者は JST との契約に基づき、JST の承認を必要と

する。 

移転等の後であっても当該実施権をJSTに対して設定可能とする。当該条件を受け入れられない場合、

移転を認めない。 

 

(7) 終了時の知財権取扱いについて 
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研究開発終了時に、保有希望者がいない知財権等については、知財委員会において対応（放棄、ある

いは、JST 等による承継)を協議する。 

 

(8)国外機関等（外国籍の企業、大学、研究者等）の参加について 

当該国外機関の参加が課題推進上必要な場合、参加を可能とする。 

適切な執行管理の観点から、研究開発の受託等にかかる事務処理が可能な窓口または代理人が国内

に存在することを原則とする。 

国外機関等については産業技術力強化法第19条第1項を適用せず、知財権はJSTと外国機関等の共

有とする。 
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5. 評価に関する事項 

 

(1) 評価主体 

PD と JST 等が行う自己点検結果の報告を参考に、ガバニングボードが外部の専門家等を招いて行う。

この際、ガバニングボードは分野または課題ごとに開催することもできる。 

 

(2) 実施時期 

○事前評価、毎年度末の評価、最終評価とする。 

○終了後、一定の時間（原則として 3年）が経過した後、必要に応じて追跡評価を行う。 

○上記のほか、必要に応じて年度途中等に評価を行うことも可能とする。 

 

(3) 評価項目・評価基準 

「国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成24年12月6日、内閣総理大臣決定）」を踏まえ、必要性、

効率性、有効性等を評価する観点から、評価項目・評価基準は以下のとおりとする。評価は、達成・未達の

判定のみに終わらず、その原因・要因等の分析や改善方策の提案等も行う。 

①意義の重要性、SIP の制度の目的との整合性。 

②目標（特にアウトカム目標）の妥当性、目標達成に向けた工程表の達成度合い。 

③適切なマネジメントがなされているか。特に府省連携の効果がどのように発揮されているか。 

④実用化・事業化への戦略性、達成度合い。 

⑤最終評価の際には、見込まれる効果あるいは波及効果。終了後のフォローアップの方法等が適切か

つ明確に設定されているか。 

 

(4) 評価結果の反映方法 

○事前評価は、次年度以降の計画に関して行い、次年度以降の計画等に反映させる。 

○年度末の評価は、当該年度までの実績と次年度以降の計画等に関して行い、次年度以降の計画等

に反映させる。 

○最終評価は、最終年度までの実績に関して行い、終了後のフォローアップ等に反映させる。 

○追跡評価は、各課題の成果の実用化・事業化の進捗に関して行い、改善方策の提案等を行う。 

 

(5) 結果の公開 

○評価価結果は原則として公開する。 

○評価を行うガバニングボードは、非公開の研究開発情報等も扱うため、非公開とする。 

 

(6) 自己点検 

①研究責任者による自己点検 

PD が自己点検を行う研究責任者を選定する（原則として、各研究項目の主要な研究者・研究機関を

選定）。 

選定された研究責任者は、5.(3)の評価項目・評価基準を準用し、前回の評価後の実績及び今後の計
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画の双方について点検を行い、達成・未達の判定のみならず、その原因・要因等の分析や改善方策等を

取りまとめる。 

 

②PD による自己点検 

PD が研究責任者による自己点検の結果を見ながら、かつ、必要に応じて第三者や専門家の意見を

参考にしつつ、5.(3)の評価項目・評価基準を準用し、PD 自身、JST 及び各研究責任者の実績及び今後

の計画の双方に関して点検を行い、達成・未達の判定のみならず、その原因・要因等の分析や改善方

策等を取りまとめる。その結果をもって各研究主体等の研究継続の是非等を決めるとともに、研究責任

者等に対して必要な助言を与える。これにより、自律的にも改善可能な体制とする。 

これらの結果を基に、PDは JST の支援を得て、ガバニングボードに向けた資料を作成する。 

 

③JST による自己点検 

JST による自己点検は、予算執行上の事務手続を適正に実施しているかどうか等について行う。 

 

 

6. 出口戦略 

①出口指向の研究推進 

○輸送機器・産業機器等に使われる材料の研究開発を推進 

・ 材料技術の基盤から設計・製造を含めた航空機のバリューチェーン掌握を視野に開発を推進 

・ 新規材料利用を促進するための周辺技術である、接合・加工・安全についても研究開発を実施 

○研究開発段階から実機適用を最短で実現する研究開発体制と仕組みを構築 

・ マテリアルズインテグレーション構築による構造材料の実機適用の迅速化 

・ 産-産および産-学-官連携による拠点・ネットワークの形成、国際連携による長期イノベーション

戦略の構築 

 

②普及のための方策 

○航空機分野および波及が期待される分野に応じ、標準化・規格化・安全評価手法やその認定手法の策定、

認証取得等を推進し、開発素材の利用を促進 

○分野に応じた燃費規制、トップランナー基準等によるユーザーサイドでの適切な導入を促進 

○今後の社会動向に合わせて、中長期的に産業界で求められる構造材料のあり方を展望し、必要に応じて

研究課題の変更等を実施 

・ メーカーや、有識者へのヒアリング、内外の技術動向の調査等を行い、最適な研究が実施される

ようなマネジメントを遂行 
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7. その他の重要事項 

 

(1) 根拠法令等 

本件は、内閣府設置法（平成 11 年法律第 89 号）第 4 条第 3 項第 7 号の 3、科学技術イノベーション創

造振興費に関する基本方針（平成 26 年 5 月 23 日、総合科学技術・イノベーション会議）、科学技術イノベ

ーション創造振興費に関する実施方針（平成26年5月23日、総合科学技術・イノベーション会議）、戦略的

イノベーション創造プログラム運用指針（平成26年 5月 23日、総合科学技術・イノベーション会議ガバニン

グボード）に基づき実施する。 

 

(2) 弾力的な計画変更及び計画変更の履歴 

本計画は、成果を最速かつ最大化させる観点から、臨機応変に見直すこととする。これまでの変更の履

歴（変更日時と主な変更内容）は以下のとおり。 

 

2014年 5月23日 総合科学技術・イノベーション会議ガバニングボードにおいて、研究開発計画を承認。

内閣府政策統括官（科学技術・イノベーション担当）において決定。 

 

(3) PD 及び担当の履歴  

 

① PD 

岸 輝雄 （2014 年 6 月～） 

 

準備段階（2013 年 12 月～2014 年 5月）では政策参与。 

 

 

 

 

 

②担当参事官（企画官、ディレクター） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西尾 匡弘 
（2013 年 10 月～） 
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③担当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 2013 年 10 月～2014 年 5月までは準備期間。 

 

  

色川 芳宏 
（2013 年 10 月 
～2014 年 3 月） 

出村 雅彦 
（2014 年 4 月～） 
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添付資料  積算 

 

1.研究費等（一般管理費・間接経費を含む）        3,200,000（    0）  

2.事業推進費（人件費、評価費等）               300,000（    0） 

計                                        3,500,000（    0） 

 

 

 

 




